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　貸借対照表や行政コスト計算書などの財務書類をさまざまな観点から分析することにより、地方

公共団体の財政状況を判断します。分析の手法としては指標・比率分析を用い、貸借対照表・行政

コスト計算書に関する分析内容を記載します。なお、分析に当たっての計算式は「財務書類等活用

の手引き」における趣旨を踏まえ、総務省方式改訂モデル等の計算式も参考にしながら算出した

ものです。

　１．資産形成度　（総務省「財務書類等活用の手引き」9～10頁）

　本節では、資産残高に着目し、将来世代に残る資産、自治体の規模（財政や人口など）に対する

資産の多寡を分析します。

　基金のような資産は多いほど余裕があると言えますが、有形固定資産は将来のコストを発生させ

る要因となりますので、適正なレベルで維持することが重要であると考えられます。

　また、資産が形成されてからの時間の経過度合いを示す老朽化比率についても分析します。

　　１－１　住民一人当たり資産額（円）

　決算年度末時点で保有している資産の総額を同時点の人口で除し、住民一人当たりの資産額

を表します。経年の推移や同規模の地方公共団体での資産量を比較するときに用います。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

4,306,749 4,514,813 4,816,916

22,115,156,421 23,183,563,885 24,734,864,024

5,135 5,135 5,135

住民一人当たり資産額（円）

貸借対照表　資産合計（円）

人口（平成29年3月31日時点）（人）

住民一人当たり資産額　＝　資産合計　÷　人口
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　　１－２　歳入額対資産比率（％）

　決算年度の歳入額と資産残高を比較し、決算年度末時点の規模の資産を整備しようとし

た場合に何年分の歳入が必要かを表します。これにより、自治体の歳入規模に対する資産

の形成度合いを測ることができます。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

5.0 3.9 2.9

22,115,156,421 23,183,563,885 24,734,864,024

4,444,898,150 5,965,865,789 8,451,489,856

　　１－３　資産老朽化比率（有形固定資産全体）（％）

　償却対象資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を求めることで、減価償却の

進行度合いを表現します。資産老朽化比率が高いほど建替えや改修などのコストがかかる

時期が近いことを示します。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

55.0 0.0 0.0

32,993,753,707 0 0

18,132,263,265 0 0

歳入額対資産比率 ＝ 資産合計　÷　歳入総額

歳入額対資産比率（％）

貸借対照表　資産合計（円）

歳入総額（円）

資産老朽化比率　＝　減価償却累計額　÷　償却対象資産の取得価額合計

資産老朽化比率（全体）（％）

貸借対照表
償却対象資産の取得価額合計（円）
貸借対照表
減価償却累計額（円）
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　　１－４　資産種類別老朽化比率（％）

　建物や工作物といった種類（勘定科目）別に老朽化比率を表示します。さらに、固定資産台帳を

確認することで、個別資産の経過年数が分かりますので、今後の整備方針を策定する際の目安

にすることができます。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

55.2

51.6

37.1

55.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

61.0

0.0

0.0

　２．世代間公平性　（総務省「財務書類等活用の手引き」10～11頁）

　現在保有している資産を形成するにあたって、現世代以前の負担額、将来世代の負担額を分析

します。ここでいう将来世代の負担とは、貸借対照表の負債をベースとした指標で示しますが、

資産形成度の項でも説明したように、公共施設の維持・更新といった負担もあります。

資産老朽化比率
（工作物　インフラ資産）（％）

資産老朽化比率
（建物　事業用資産）（％）

資産老朽化比率　（船舶）（％）

資産老朽化比率　（浮標等）（％）

資産老朽化比率
その他（無形固定資産）（％）

資産老朽化比率
（建物　インフラ資産）（％）
資産老朽化比率
（工作物　事業用資産）（％）

資産老朽化比率　（航空機）（％）

資産老朽化比率
（その他　事業用資産）（％）
資産老朽化比率
（その他　インフラ資産）（％）

資産老朽化比率　ソフトウェア（％）

資産老朽化比率　物品（％）
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　　２－１　純資産比率（％）

　資産総額に占める純資産総額の割合を求めます。これが、いわゆる現世代「以前」による

負担割合になります。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

84.5 81.4 81.8

18,679,847,730 18,872,989,128 20,237,377,240

22,115,156,421 23,183,563,885 24,734,864,024

純資産比率（％）

貸借対照表　純資産総額（円）

貸借対照表　資産総額（円）

純資産比率　＝ 純資産総額　÷　資産総額
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　３．持続可能性　（総務省「財務書類等活用の手引き」11～12頁）

　決算年度末時点での負債の程度を分析し、今後の財政が健全に推移するかどうかの判断

材料とします。社会情勢や景気動向、国の方針などに左右される部分はありますが、決算年度

までの傾向を知ることによって将来の負担が見えてきます。

　ただし、地方公共団体における負債には、交付税措置等によって国が一部負担するものや、

負担の公平性の観点から発生したものがあるため、民間企業における負債とは多少異なる

意味があります。

　　３－１　住民一人当たり負債額（円）

　決算時点での住民一人当たり負債額です。経年の変化や他団体比較を行う際に用います。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

668,999 839,450 875,849

3,435,308,691 4,310,574,757 4,497,486,784

5,135 5,135 5,135

　　３－２　基礎的財政収支（プライマリーバランス）（円）

　自治体の基礎的な財政力を示します。具体的には、基本的な地方税や使用料などの収入

及び建設事業に充てられる国や県の支出金の合計と、行政サービスを提供するために必要

な費用及び公共施設などを整備するためにかかる費用を差引し、合計から利息の支払い

を除いたものを指します。プラスだと黒字、マイナスなら赤字です。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

6,035,318 36,855,549 116,043,234

138,054,914 218,932,554 353,485,622

29,024,171 47,606,020 49,013,892

-102,995,425 -134,470,985 -188,428,496

住民一人当たり負債額 ＝ 負債総額 ÷ 人口

貸借対照表　負債総額（円）

人口（平成29年3月31日時点）（人）

住民一人当たり負債額（円）

資金収支計算書　投資活動収支（円）

基礎的財政収支 ＝ 経常的収支 ＋ 投資活動収支 － 支払利息支出

資金収支計算書　業務活動収支（円）

資金収支計算書　支払利息支出（円）

基礎的財政収支
（プライマリーバランス）
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　　３－３　債務償還可能年数（円）

　決算年度末時点の負債残高に対して、基本的な行政サービスを維持した状態で、全ての

負債を償還した場合にかかると見込まれる年数を示します。

　負債について考える上で重要なポイントは、財政規模に見合った負債規模かどうかという

点です。

　ここでいう財政規模というのは、基本的な行政サービスを提供したあとの財政的な余裕度を指し

ます。この地方債償還の財源に充てることができる額を物差しとして、決算年度末時点の債務の

大きさを測ります。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

10.3 9.5 5.5

3,435,308,691 4,310,574,757 4,497,486,784

- - -

1,368,820,812 1,368,820,812 1,681,702,347

544,753,000 758,355,666 767,470,917

100,156,000 100,156,000 100,156,000

138,054,914 218,932,554 353,485,622

　４．効率性　（総務省「財務書類等活用の手引き」12～13頁）

　現在の水準の行政サービスを提供する上でかかる経費について考え、行政サービスの効率性を

検証します。

債務償還可能年数（年）

債務償還可能年数 ＝ （負債合計－負債の減少に充てることができる資産）÷ 業務活動収支

貸借対照表　負債合計（円）

貸借対照表
減債基金（固定資産）（円）
貸借対照表
その他基金（固定資産）（円）

貸借対照表　財政調整基金（円）

貸借対照表
減債基金（流動資産）（円）

資金収支計算書　業務活動収支（円）
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　　４－１　住民一人当たり行政コスト（円）

　行政コスト計算書にて計算される純行政コストについて、住民一人当たりでどれくらいかかって

いるのかを表します。住民一人当たりにすることで、人口規模の近い団体と比較することが可能

となります。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

717,525 979,981 1,433,743

3,684,491,747 5,032,204,958 7,362,272,776

5,135 5,135 5,135

　５．弾力性　（総務省「財務書類等活用の手引き」13～14頁）

　経常収支比率のように、ある収入に対して固定的な費用の占める割合を計算します。弾力性とは、

住民からの要望に対応できる財政的な余裕を表します。

　　５－１　行政コスト対税収等比率（％）

　純行政コストを地方税や補助金等の収入額で割り、税収などに対するコストの占める割合を

算定します。この数値が高いほど、コストの占める割合が多いということになり、収入を主体的

な事業に振り分ける余裕がないことを表します。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

106.3 103.3 100.8

3,684,491,747 5,032,204,958 7,362,272,776

3,467,643,207 4,870,334,457 7,304,668,710

住民一人当たり行政コスト（円）

住民一人当たり行政コスト ＝　純行政コスト　÷　人口

行政コスト計算書　純行政コスト（円）

人口（平成29年3月31日時点）（人）

純資産変動計算書　財源（円）

行政コスト対税収等比率 ＝　純行政コスト　÷　財源

行政コスト計算書　純行政コスト（円）

行政コスト対税収等比率（％）
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　６．自主性　（総務省「財務書類等活用の手引き」14頁）

　使用料や手数料などのように、受け取る行政サービスに対して直接対価を支払う額を表します。

高いほど自立性が高いといえます。

　　６－１　受益者負担比率（％）

　行政コスト計算書の経常費用に対して、経常収益が占める割合を指します。経常収益の

占める割合が大きいほど、行政サービスに対して直接対価を支払う割合が多いと言えます。

　税収などが主たる収入である一般会計は低く、使用料や負担金による独立採算が求め

られる法適用企業会計では高くなる傾向があります。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

3.3 4.1 3.5

124,083,380 214,698,627 267,860,364

3,802,011,125 5,240,436,988 7,629,036,240

行政コスト計算書　経常収益（円）

行政コスト計算書　経常費用（円）

受益者負担割合 ＝　経常収益　÷　経常費用

受益者負担割合（％）
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